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(公的年金)：現行制度の問題点と次期改革試案の狙い 

 

2022年９～10月に年金改革案が話題になったが、現行制度の問題点は話題にならなかった。

現行制度には、低所得会社員ほど将来の給付の目減りが大きくなる、厚生年金に 40 年以上加

入しても基礎年金額には 40 年分までしか反映されない、という問題があり、前者を根本的に

解決するのが「調整期間の一致」で、後者への対策が「基礎年金の 45 年化」である。 

 

次期年金改革の議論が始まるのを前に、2022 年９～10 月に各種メディアが年金改革案を紹介

した。紹介された内容は厚生労働省が 2020年 12月に公表した試算であり、新しい情報は特に

なかったが、「厚生年金で穴埋め」「納付 45 年へ延長」などの見出しが付けられたためか、

大きな話題になった。改革案と聞くとどう変わるのかに注目しがちだが、改革案が検討された

背景や現行制度を続けた場合との利害得失を考えることが重要である。 

 

話題になった改革案の１つは「調整期間の一致」である。現在の公的年金制度は、保険料の引

上げを 2017 年に終了し、その代わりに年金財政が健全化するまで給付水準を段階的に調整す

る（実質的に目減りさせる）仕組みになっている。この仕組みの下、2009 年と 2014 年に続き

2019年の将来見通しでも、厚生年金（２階部分）よりも基礎年金（１階部分）で給付の調整が

長引き、大きく目減りする見込みになっている。 

 

会社員ＯＢが受け取る年金は基礎年金と厚生年金で、基礎年金の額は基本的に定額であり、厚

生年金の額は現役時の平均給与に比例して決まる。この仕組みと基礎年金が大きく目減りする

見通しを合わせて考えると、現役時の給与が低い会社員ＯＢは年金額に占める基礎年金の割合

が大きく、その基礎年金が大幅な目減りに見舞われるため年金全体の水準低下が大きくなる。 

 

図表１：給与水準別に見た将来の給付水準の低下率 

 

 

(注１) 経済ゼロ成長ケースは経済前提のケースⅤ(2029 年度以降 20～30 年の実質経済成長率が 0％)を指す。 

(注２) 年収は厚生年金加入中の標準報酬の 2019 年度価格での平均。単身は夫婦と同じ低下率になる年収。 

(資料) 社会保障審議会 年金数理部会(2020.12.25)資料１より作成。 
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この問題が生じる原因は、基礎年金の給付調整は国民年金財政が健全化するまで、厚生年金の

給付調整は厚生年金財政が健全化するまで続く、という現在の仕組みにある。そこで改革案で

は、公的年金財政全体が健全化するまで両者の調整を続けることで、基礎年金と厚生年金の将

来的な目減り度合を一致させる。これにより、どの給与水準でも、自営でも会社員でも、単身

でも夫婦でも、年金額全体の将来の目減り度合が同じになる。 

 

現行制度よりも厚生年金（２階部分）の目減りが大きくなるため「厚生年金で穴埋め」と感じ

がちだが、厚生年金財政から国民年金財政へ資金を投入する案ではなく、厚生年金財政から基

礎年金財政への拠出を増やす案である。いまや基礎年金受給者の大多数は会社員ＯＢであるこ

とを考えれば、厚生年金財政の中で基礎年金（１階部分）と厚生年金（２階部分）に充てる財

源の比率を変える案、と理解するのが妥当だろう。 

 

話題になった改革案のもう１つは「基礎年金の 45 年化」である。国民年金保険料の納付期間

が現在の 40 年から５年延びる点が注目を集めたが、納付期間の延長に伴って基礎年金の額が

現行制度の 1.125倍（＝45÷40）になり、前述した給付水準の目減りを補う材料となる。 

 

この案が登場した背景には、給付水準の将来的な目減りに加えて、現行制度と 60 代の就労が

不整合になっている現状がある。特に 60代前半では厚生年金に加入する割合が 50代後半に迫

る勢いで上昇しているが、現在の仕組みでは厚生年金加入期間のうち 40 年分しか基礎年金額

に反映されない。60歳定年が一般的な時代には「大勢に合わせた仕組み」と言えたが、今とな

っては「厚生年金保険料を 40年以上払っているのに、なぜ基礎年金額は 40年分で頭打ちなの

か」という批判を浴びうる仕組みになっている。改革案は 60 代の就労が進んできた現状に合

わせるための対策であり、実施までの準備期間を考えれば話題になるのが遅すぎる感もある。 

 

ただし、基礎年金の水準を現行制度より上げる改革には、基礎年金財源の半額を賄う国庫負担

の増加が伴う。今回の改革案には延長する５年分に国庫負担を求めない案も入っており、これ

と調整期間の一致を組み合わせれば、単純な調整期間一致よりも国庫負担が少なくなる見通し

になっている。2025年の法案提出に向けた、今後の議論を見守りたい。 

 

図表２：就労と公的年金の関係 （厚生年金加入者の場合） 

 

(注１) 点線の矢印が、今回の改革案(基礎年金の 45 年化)を指す。 
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